
　労働力調査の2013年における変更点は以下のものが挙げられる。
１．調査票に関する変更
２．調査票の記入のしかたに関する変更
３．結果表に関する変更
４．季節調整値の算出方法に関する変更
５．（詳細集計）比例補正区分に関する変更
参考資料１　「労働力調査の結果を見る際のポイント No.17 派遣社員と派遣先の各産業」
参考資料２　「労働力調査の平成25年における季節調整値の改定について」

　　なお，細かい図表については割愛する。詳細についてはホームページを参照のこと。

　それぞれの具体的な内容については以下のとおりである。

１　調査票に関する変更
　労働力調査においては，社会経済情勢の変化に対応するとともに，政府の「公的統計の整備に関する基本的な計画」
（2009年３月13日閣議決定）等の指摘事項を踏まえ，雇用失業の実態把握に資する統計データ提供の充実を図るため，
2013年１月調査から調査事項の変更等を行い，併せて結果表の変更も行った。
１.１　基礎調査票
１.１.１　非正規雇用者の実態把握
　ア　有期雇用契約者数の把握 (変更①)
　　非正規雇用の形態の一つである有期雇用契約者の規模の把握の観点から，基礎調査票の「従業上の地位」を把握す
　　る調査事項の選択肢のうち，従来の「常雇」を新たに「常雇（有期の契約）」及び「常雇（無期の契約）」に分割
　　した。これにより，「常雇」を構成する雇用契約期間が１年超の有期雇用契約者と期間の定めのない者を分離して，
　　有期雇用契約者の人数の推計が可能となった。

　イ　非正規雇用者の実態把握の迅速化 (変更②)
　　非正規雇用の迅速な把握の観点から，「勤め先における呼称」を把握する調査事項の選択肢のうち，従来の「契約
　　社員・嘱託」を新たに「契約社員」及び「嘱託」に分割した上で，当該調査事項を特定調査票から基礎調査票へ移
　　動した。これにより，当該調査事項の公表頻度が四半期ごとから毎月となり，非正規雇用者に関するより詳細なデ
　　ータの迅速な提供が可能となった。

１.１.２　実労働時間の実態把握 (追加①，②)
　実労働時間のより適切な把握の観点から，基礎調査票において，新たに「月末１週間の就業日数」及び「月間就業日
数」を把握する調査事項を追加した。これについては，既存の調査事項である「月末１週間の就業時間」を「月末１週
間の就業日数」で除し，これに「月間就業日数」を乗じること等により，年間の総実労働時間の推計が可能となった。

１.１.３　産業別の労働投入量の把握 (変更③)
　産業別の労働投入量の把握の観点から，基礎調査票の「勤め先・業主等の名称・事業内容」を把握する調査事項にお
いて，派遣労働者の場合，従来の派遣元企業等の名称・事業内容から，新たに派遣先企業等の名称・事業内容を把握す
るものに変更した。これにより，派遣先企業等の労働投入量に派遣労働者による分も追加され，当該労働投入量の正確
な推計が可能となった。なお，2013年における産業別就業者数及び雇用者数の前年（同月）増減を算出する際には補正
を行った。具体的な算出方法は参考資料１「労働力調査の結果を見る際のポイントNo.17」のとおりである。

2013年1月
時期

第１面　政府統計ロゴタイプの追加

第１面　「配偶の関係」の説明変更

付９　労働力調査の2013年における変更点

2013年1月

変更後 変更前

2013年1月
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時期
第２面　「月末１週間に仕事をした日数と時間」
について変更と追加

第２面　「当月の１か月間に仕事をした日数」
の項目追加

第２面　「従業上の地位」について細分化

第２面　「勤め先における呼称」を特定調査票 （特定調査票）
から基礎調査票へ移動

変更後 変更前

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月
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時期
第２面　「勤め先・業主などの経営組織・名称
及事業の内容」の見出し及び説明変更

第２面　文言変更
「本人の仕事の内容」 「本人の仕事の種類」

第２面　「勤め先・業主などの企業全体の従業者
数」の説明及び選択肢の変更

第２面　「電話番号」記載欄の変更

１.２　特定調査票
１.２.１　非正規雇用者の本意型・不本意型等別の把握 (追加③)
　非正規雇用者について，非正規雇用が本意か否か等を把握する観点から，特定調査票に新たに「非正規雇用に就いた
理由」を把握する調査事項を設けた。これにより，非正規雇用者の詳細な実態が明らかになり，非正規雇用の増加の背
景等に関する分析に当たり有用なデータを得ることが可能となった。

１.２.２　少子高齢化の進展やワーク・ライフ・バランスへの対応 (変更④)
　少子高齢化の進展等への対応の観点から，特定調査票の「就業希望者の非求職理由」を把握する調査事項の選択肢の
うち，従来「家事・育児のため」としていたものを，新たに「出産・育児のため」と「介護・看護のため」に分割した。
これにより，就業と介護との関係やワーク・ライフ・バランスの進展に関する分析が可能となった。

１.２.３　学歴と就業状況の関係の把握 (変更⑤)
　大学院卒業者における学歴と就業状況との関係を把握する観点から，特定調査票の「教育」を把握する調査事項の選
択肢のうち，従来の大学・大学院卒業者を想定した「大学・大学院」を，新たに「大学」と「大学院」に分割した。こ
れにより近年増加している大学院卒業者と就業状況との関係の分析が可能となった。

変更後 変更前

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月
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１.２.４　前職の雇用形態の把握 (変更⑥)
　就業構造基本調査との整合性を図るため，特定調査票の「前職の従業上の地位・雇用形態」を把握する調査事項の選
択肢のうち，従来の「その他」を新たに「契約社員・嘱託」と「その他」に分割した。

１.２.５　その他の調査事項の変更等
　ア　「転職などの希望の有無」の把握頻度の変更 (変更⑦)
　　基礎調査票の「転職などの希望の有無」を把握する調査事項については，四半期ごとの公表で十分傾向を把握する
　　ことが可能であると判断されたことから，これを簡素化した上で特定調査票に移動した。

　イ　「転職に伴う収入の増減」の削除 (削除①)
　　特定調査票の「転職に伴う収入の増減」を把握する調査事項については，収入の増減割合が時系列的にみてほぼ一
　　定で大きな変化がないこと，また報告者の負担軽減にも寄与するものであることから，これを削除した。

時期
第１面　政府統計ロゴタイプの追加

第１面　文言変更
（Ａ４，Ｂ１を除く） （Ｂ１を除く）

第１面　文言変更
週35時間 　35時間

第１面　設問の追加

第１面　基礎調査票から特定調査票へ移動 （基礎調査票）

第１面　設問番号の変更
Ａ６ Ａ５

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月

変更後 変更前

2013年1月
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時期
第２面　設問の削除

第２面　選択肢の細分化
出産・育児のため 家事・育児のため仕事が続けられそうにない
介護・看護のため

第２面　選択肢の追加
契約社員・嘱託

第２面　文言の変更
前にしていた仕事の事業の内容 前にしていた仕事の事業の種類

第２面　文言の変更
前にしていた仕事の内容 前にしていた仕事の種類

第２面　文言の変更
官公庁など 官公

変更後 変更前

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月
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時期
第２面　文言の変更
定年又は雇用契約の満了のため 定年又は雇用契約の満了

第２面　選択肢の細分化
大学 大学・大学院
大学院

２　調査票の記入のしかたに関する変更
　調査票の記入のしかたについて以下のとおり変更した。

２.１　基礎調査票
時期

第１面　改訂年月更新
平成25年１月改訂 平成22年11月改訂

第１面　文言の変更
調査月の末日～仕事をしたかどうか，何日及び何時間 調査月の末日～仕事をしたかどうか，何時間仕事をし
仕事をしたか，どのような仕事をしたか，また，１か たか，どのような仕事をしたかなど，ありのままの状
月間に何日仕事をしたかなど，ありのままの状態を記 態を記入してください。
入してください。

○この１週間に，ふだんしている仕事をした人は，そ ○この１週間に，ふだんしている仕事をした人は，そ
の仕事について記入してください。 の仕事についての１週間の状態を記入してください。

第１面　文言の変更
　○日目 第○日目

2013年1月

2013年1月

変更後 変更前

2013年1月

2013年1月

変更後 変更前

2013年1月
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時期

第１面　欄の追加

第２面　記入例差替え

第２面　記入例差替え

第２面　記入例差替え

第３面　項目の追加
仕事をした日数

第３面　設問の追加

第３面　設問８及び９に関する説明の追加

変更後 変更前

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月
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時期

第３面　設問10の選択肢の細分化、設問11の追加
常雇の人（無期の契約） 常雇の人
常雇の人（有期の契約）

第３面　設問10に関する説明書きを一部追記
・ここでいう雇用契約期間とは，働き始めてからの通
算期間ではなく，現在の雇用契約に定められている雇
用期間をいいます。

・会社組織になっている商店などの経営者は，自営業
主とはしないで，会社などの役員とします。

第３面　設問12の文言の変更
事業の内容 事業の種類
本人の仕事の内容 本人の仕事の種類

第３面　設問12及び13に関する説明の文言の変更
・労働者派遣事業所の派遣社員の場合は，派遣先の事 ・労働者派遣事業所の派遣社員の場合は，派遣先では
業所の名称を書いてください。 なく，雇われている派遣元の事業所の名称を書いてく

ださい。

第３面　設問14に関する説明書きを一部変更
・労働者派遣事業所の派遣社員の場合は，派遣先の従 ・労働者派遣事業所の派遣社員の場合は，派遣元の従
業者数を記入してください。 業者数を記入してください。

変更後 変更前

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月
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時期

第３面　設問の削除（特定調査票に移動）

第３面　電話番号記載欄の体裁を変更

第３面　⑧については文言の追記、⑨については
項目自体の追加
⑧月末１週間に仕事をした日数と時間
●　仕事をした時間については，次のようにします。

第３面　説明番号の変更と文言の変更
ただし，会社組織になっている商店などの経営者は，
自営業主とはしないで，会社などの役員とします。

変更後 変更前

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月
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時期

第３面　説明書きの追加
（特定調査票）

第３面　説明番号の変更

第３面　説明書きの削除

第４面　文言の変更
事業の内容 事業の種類
仕事の内容 仕事の種類

第４面　[勤め先・業主などの名称]
説明書きの削除

変更前

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月

変更後
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時期

第４面　記入例の変更

２.２　特定調査票
時期

第１面　訂正年月更新

平成25年１月改訂 平成23年11月改訂

第２面　注意書きの追加

第２面　特定調査票のイメージ図の削除

第２面　文言の変更

「基礎調査票」の⑧欄の仕事をした時間の答えが35時 「基礎調査票」の８欄の答えを35時間未満の人が記入
間未満の人が記入します。 します。

第２面　説明書きの追加

変更後 変更前

変更前

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月

変更後

2013年1月
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時期
第２面　Ａ５について基礎調査票から移動して追加

（基礎調査票）

第２面　説明番号の変更

第２面　文言の変更
（削除） ○　雇われてする仕事は，Ａ４の説明を参照してくだ

さい。
○「正規の職員・従業員」とは，勤め先で一般職員あ
るいは正社員などと呼ばれている人をいいます。

○「パート」，「アルバイト」とは，就業の時間や日
数に関係なく，勤め先で「パートタイマー」，「アル
バイト」又はそれらに近い名称で呼ばれている人をい
います。
○「労働者派遣事業所の派遣社員」とは，労働者派遣
法に基づく労働者派遣事業所に雇用され，そこから派
遣される人をいいます。
労働者派遣事業所の派遣社員は，他に当てはまるもの
があっても，「労働者派遣事業所の派遣社員」としま
す。

変更後 変更前

2013年1月

2013年1月

2013年1月
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時期
第３面　特定調査票のイメージ図を削除

第３面　文言の変更
○　雇われてする仕事については，Ｂ４の説明を参 ○　雇われてする仕事については，Ａ４の説明を参
照してください。 照してください。

第３面　文言の変更
○Ｂ４の説明を参照してください。 ○雇われていた人については，Ａ４の説明を参照して

ください。
○「契約社員」とは，専門的職種に従事させることを
目的に契約に基づき雇用され，雇用期間の定めのある
人をいいます。
○　「嘱託」労働条件や契約期間に関係なく，勤め先
で「嘱託職員」又はそれに近い名称で呼ばれている人
をいいます。
○「内職」とは，自宅で，材料の支給を受け～ ○内職とは，自宅で，材料の支給を受け～
（以下変更なし）。 （以下変更なし）。

第３面　文言の変更

事業の内容 事業の種類
仕事の内容 仕事の種類

変更後 変更前

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月
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時期
第３面　文言の変更
○　国営・公営の事業所に雇われている人は，「官公 ○　官公庁や国営・公営の事業所に雇われている人は
庁など」に記入します。 ，「官公」に記入します。
○　公社，事業団などの政府関係機関の場合は，「官 ○　公社，公団，事業団などの政府関係機関の場合は
公庁など」ではなく，それぞれの従業者数の区分に記 ，「官公」ではなく，それぞれの従業者数の区分に記
入します。 入します。

第３面　文言の変更
○雇用契約の期間が終了したために仕事をやめた場合 ○雇用契約の期間が終了したために仕事をやめた場合
は，「定年又は雇用契約の満了のため」とします。 は，「定年又は雇用契約の満了」とします。

第３面　文言の変更
○　高等学校、短期大学，大学，大学院については， ○　高等学校、短期大学，大学については，定時制や
定時制やこれらの学校の卒業資格が得られる通信教育 これらの学校の卒業資格が得られる通信教育課程も含
課程も含めます。 めます。

第４面　文言の変更
事業の内容 事業の種類
仕事の内容 仕事の種類

変更後 変更前

2013年1月

2013年1月

2013年1月

2013年1月
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時期

第４面　記入例の変更

３　結果表に関する変更
　上述のとおり，調査事項の変更に伴い結果表についても2013年１月分結果から変更した。

３.１　基礎調査票

３.１.１ 非正規雇用者の実態把握

① 従業上の地位の一部分割（「常雇」→「常雇（無期の契約）」，「常雇（有期の契約）」）

② 雇用形態別雇用者数の月次公表，雇用形態の一部分割

注：詳細集計では集計から除かれている自衛隊営舎内（艦船内）の自衛官が，基本集計では「正規の職員・従業員」

　　に含まれる。

変更後 変更前

2013年1月

表１：従業上の地位の変更

表２：雇用形態（勤め先での呼称）の変更

調査事項 変更後（2013年１月～） 変更前（～2012年12月）

○自営業主 ○自営業主

　　　　雇用業主 　　　　雇用業主

　　　　雇用業主（内職含む） 　　　　雇用業主（内職含む）

○家族従業者 ○家族従業者

○雇用者 ○雇用者

　　　　常雇 　　　　常雇

　　　　　　役員 　　　　　　役員

　　　　　　一般常雇 　　　　　　一般常雇

　　　　　　　　無期の契約

　　　　　　　　有期の契約

　　　　臨時雇 　　　　臨時雇

　　　　日雇 　　　　日雇

従業上の地位

調査事項 変更後（2013年１月～） 変更前（～2012年12月）

[基礎調査票（基本集計・月次公表）] [特定調査票（詳細集計・四半期公表）]

○正規の職員・従業員 ○正規の職員・従業員

○非正規の職員・従業員 ○非正規の職員・従業員

　　　パート・アルバイト 　　　パート・アルバイト

　　　　　パート 　　　　　パート

　　　　　アルバイト 　　　　　アルバイト

　　　労働者派遣事業所の派遣社員 　　　労働者派遣事業所の派遣社員

　　　契約社員 　　　契約社員・嘱託

　　　嘱託

　　　その他 　　　その他

雇用形態
（勤め先での呼称）
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３.１.２ 月間・年間実労働時間の新規表章（推計）

月間就業時間:＝（月末１週間の就業時間÷月末１週間の就業日数）×月間就業日数

３.１.３ 派遣労働者の産業・従業者規模：「派遣元」→「派遣先」

注：2013年の１年間，産業大分類については，産業×雇用形態のクロス結果を用いて，従来の派遣元ベースに補正して前年

　　同月増減の比較を行った。詳細は参考資料１「労働力調査の結果を見る際のポイント No.17 派遣社員と派遣先の各産

　　業」を参照。

３.２　特定調査票

３.２.１ 非正規の職員・従業員について，現職の雇用形態についている理由を新規に追加(A4)

３.２.２　非労働力人口の就業希望者における非求職理由を一部分割(C2)

表５：非正規の職員・従業員に関する新規表章項目

表６：非求職理由の変更

表３：月間・年間実労働時間に関する新規表章項目

表４：派遣労働者の産業・従業者規模の変更

調査事項 変更後（2013年１月～） 変更前（～2012年12月）

大分類：サービス業（他に分類されないもの）

中分類：職業紹介・労働者派遣事業

従業者規模 派遣先事業所 派遣元事業所

各派遣先事業所の産業産業

調査事項 変更後（2013年１月～） 変更前（～2012年12月）

○適当な仕事がありそうにない ○適当な仕事がありそうにない

　　　近くに仕事がありそうにない 　　　近くに仕事がありそうにない

　　　自分の知識・能力にあう仕事がありそう 　　　自分の知識・能力にあう仕事がありそう

　　　にない 　　　にない

　　　勤務時間・賃金などが希望にあう仕事が 　　　勤務時間・賃金などが希望にあう仕事が

　　　ありそうにない 　　　ありそうにない

　　　 今の景気や季節では仕事がありそうにない 　　　 今の景気や季節では仕事がありそうにない

　　　その他 　　　その他

○出産・育児のため ○育児・家事のため仕事を続けられそうにない

○介護・看護のため

○健康上の理由のため ○健康上の理由

○その他 ○その他

Ｃ２：非求職理由
（非労働力人口
の就業希望者）
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３.２.３　教育の一部を分割（「大学・大学院」卒業→「大学」卒業，「大学院」卒業）(E1)

３.２.４　その他の調査事項の変更等

３.３　その他，従来の結果表の見直し等による変更

３.３.１　区分の整理

　ア　完全失業者の求職理由の集計区分変更

　イ　就業時間区分の整理
　・「15～34時間」，「60時間以上」の細分化（基本集計：旧10，12，13表→新Ⅱ-8，9，3表）
　・年齢階級×就業時間に，雇用者を欄外で追加表章（基本集計：旧12表→新Ⅱ-9表）
　・類似の表の統合，表章区分が細かい表の削除（基本集計：第10-2，12-2，13-2，17，27-2，28-2，29-2，
　　50表，地域別第2表）

表７：教育の変更

表８：その他の調査事項の変更等

表９：求職理由の集計区分変更

調査事項 変更後（2013年１月～） 変更前（～2012年12月）

○在学中 ○在学中

　　　　小学・中学・高校 　　　　小学・中学・高校

　　　　短大・高専 　　　　短大・高専

　　　　大学・大学院 　　　　大学・大学院

○卒業 ○卒業

　　　　小学・中学・高校・旧中 　　　　小学・中学・高校・旧中

　　　　短大・高専 　　　　短大・高専

　　　　大学 　　　　大学・大学院

　　　　大学院

　　　　在学したことがない 　　　　在学したことがない

Ｅ１：教育

調査事項 変更後（2013年１月～） 変更前（～2012年12月）

[特定調査票（詳細集計・四半期公表）] [基礎調査票（基本集計・月次公表）]

○転職等希望者 ○転職希望者

　　　求職者 　　　求職者

　　　非求職者 　　　非求職者

○追加就業希望者

　　　求職者

　　　非求職者

○転職等非希望者 ○転職・追加就業非希望者

削除 特定調査票（A6）

○正規の職員・従業員 ○正規の職員・従業員

○パート・アルバイト ○パート・アルバイト

○労働者派遣事業所の派遣社員 ○労働者派遣事業所の派遣社員

○契約社員・嘱託

○その他 ○その他

転職などの希望
の有無

転職に伴う
収入の増減

D2：前職の
雇用形態

（離職経験者）

調査事項 変更後（2013年１月～） 変更前（～2012年12月）

○仕事をやめたため求職 ○離職

　　　非自発的な離職 　　　非自発的な離職による者

　　　　　定年又は雇用契約の満了による離職 　　　　　定年又は雇用契約の満了による離職

　　　　　勤め先や事業の都合による離職 　　　　　勤め先や事業の都合による離職

　　　自発的な離職（自己都合） 　　　自発的な離職による者

○新たに求職 ○学卒未就職者

　　　学卒未就職 ○その他の者

　　　収入を得る必要が生じたから 　　　新たに収入を得る必要が生じたから

　　　その他 　　　その他

求職理由
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３.３.２　集計事項の拡充等

　ア　在職期間の新規表章（特定調査票A3：「現職についた時期」より）

　イ　その他の拡充等
　・個人ベースの就業状態と世帯の種類・家族類型とのクロス表を追加（基本集計：新Ⅰ-6表）
　・共働き世帯における休業者を表章（基本集計：旧27，28表→新Ⅳ7，8表，詳細集計：旧39，40表→新Ⅴ-1，2表）
　・仕事につけない理由別の完全失業者（過去３年間に離職）に前職の産業・職業のクロスを追加（詳細集計：旧23
　　表→新Ⅲ－4表）。
　・非労働力人口（その他）の配偶関係，続柄，教育別の結果とのクロスに年齢階級を追加（詳細集計：旧2表→新Ⅰ
　　－2表）。
　・丸め誤差のない数値利用のため，失業期間の区分に「３か月以上」，「１年以上」を追加（詳細集計：旧1，23，
　　42表→新Ⅰ-1表，Ⅲ-4表，Ⅴ-4表）
　・非労働力人口の内訳「通学」，「家事」の表章順を調査票に合わせて「通学」→「家事」に統一（基本集計：旧2，
　　4表→新Ⅰ-2，4表）
　・５歳階級区分の表における不統一な階級（40～54歳）を廃止し，５歳階級に統一（基本集計：旧12，35表→新Ⅱ-
　　9表，Ⅰ-Ａ表）

３.３.３　e-Stat掲載の結果原表の表番号，Excelブックのシート構成変更
　ア　表番号の変更
　・結果原表の番号について，就業状態別番号を頭に付与
　　基本集計：Ⅰ…人口，Ⅱ…就業者，Ⅲ…完全失業者，Ⅳ…世帯
　　詳細集計：Ⅰ…人口，Ⅱ…就業者，Ⅲ…完全失業者，Ⅳ…非労働力人口，Ⅴ…世帯
　・Excelブック名は，基本集計 全国「1」，基本集計 地域別「2」，詳細集計「4」で始まる半角の数値（例：基本集計 
　　全国Ⅱ-3表の場合，「102030.xls」）
　・年平均のみの結果表番号には数字ではなくアルファベットを付与（ただし，表頭，表側が同じ結果表は枝番を付与す
　　るため，基本集計Ⅱ-11-4は例外）

　イ　Excelブックのシート構成変更
　・結果原表を版下形式（表頭・表側の繰返しがある形式）から原表形式（無い形式）に切替え，ウィンドウ枠の固定を
　　採用
　・（男女計，男，女などの）欄外区分別に改シートを行うことによりセル位置（行・列の番号）を統一

表11：e-Stat掲載の結果原表Excelブックのシート構成変更（イメージ）

表10：在職期間の新規表章項目

調査事項

第○表 男女別△□数

第○表　男女別△□数

１枚目

変更前（～2012年12月）変更後（2013年１月～）

１枚目

２枚目

３枚目

結果原表
Excelブックの
シート構成

男女計

男

女

女

男女計

男
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４　季節調整値の算出方法に関する変更
　労働力調査では，毎月１月分結果公表時に季節調整値の改定を行っている。2013年の改定において，東日本大震
災に伴う補完推計及びベンチマーク人口の基準切替え等への対応並びに主要系列（18系列）の季節調整法における
reg-ARIMAモデルを導入した。詳細については参考資料２「労働力調査の平成25年における季節調整値の改定につ
いて」及びホームページを参照のこと。
○主要18系列：(労働力人口，就業者，雇用者，完全失業者，非労働力人口，完全失業率)×(男女計，男，女)
○＜URL＞http://www.stat.go.jp/data/roudou/kisetsu/index.htm

５　（詳細集計）比例補正区分に関する変更
　労働力調査詳細集計では，結果数値が基本集計と同値となるように，男女，年齢階級，就業状態（就業者，完全
失業者，非労働力人口（就業状態不詳は除く））の区分で比例補正を行っているが，2013年１月分以降，より整合
的な分析を可能にする必要があることから，比例補正区分の見直しを行った。

５.１　「就業状態」区分の変更
　雇用者の内訳となる従業上の地位別や雇用形態別の結果数値が基本集計と同値※となるように，比例補正の「就
業状態」区分について，以下の変更を行った。

※　基本集計では自衛官の営舎内（艦船内）居住者（以下「自衛官」という。）を「正規の職員・従業員」として，

刑務所等の矯正施設収容者（以下「受刑者」という。）を「非労働力人口」として集計対象としているが，詳細集計

では集計対象としていない。このため，「正規の職員・従業員」については，自衛官の，「非労働力人口」について

は受刑者の人口分の差が生じる。

５.２　「年齢階級」区分の変更
　比例補正の年齢階級区分について，現行の「55歳以上」を「55～64歳」及び「65歳以上」に細分化した。

＜変更前＞

就業者 就業者

役員を除く雇用者 完全失業者

正規の職員・従業員 非労働力人口

パート

アルバイト

労働者派遣事業所の派遣社員

契約社員

嘱託

その他

雇用形態不詳

役員

自営業主

家族従業者

従業上の地位不詳

完全失業者

非労働力人口

＜変更後＞

＜変更後＞ ＜変更前＞

15～24歳 15～24歳

25～34歳 25～34歳

35～44歳 35～44歳

45～54歳 45～54歳

55～64歳 55歳以上

65歳以上
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2013年３月１日  

総務省統計局  

労働力調査の結果を見る際のポイント No.17 

派遣社員と派遣先の各産業 
～2013年１月以降の労働力調査における調査事項等の変更～ 

○ 労働力調査では，2013年１月から調査事項等の変更を行いました。このうち,「労働者派遣事業所

の派遣社員」(以下，「派遣社員」という。)の雇用形態については,派遣先の「勤め先・業主などの

名称」及び「事業の内容」を記入するよう調査票に明記しました。これにより,雇用形態にかかわら

ず,実際に働いている産業で分類した雇用者数を把握できるようになり,産業別の労働投入量の正確

な推計に資する統計を提供することが可能となりました。 

○ ただし,産業別の雇用者数や就業者数を2012年12月までの値と比較する際には,補正を行う必要が

あります。具体的な補正値の算出方法は以下のとおりです。 

 

 

（2013 年４月 30 日一部改訂） 

(単位:万人)

就業者数 うち 補正値 補正後の 対前年
 雇用者数  うち労働者派遣事 ②×(C) 就業者数 同月増減

 業所の派遣社員 本冊子に

① ② ③ ①-③ 掲載の値

全産業 6242 5515 131 - - 16

　農業,林業 177 48 1 1 176 -13

　非農林業 6065 5467 130 0 6065 28

建設業 508 414 3 2 506 20

製造業 1028 974 36 23 1005 -37

情報通信業 184 177 8 5 179 -18

運輸業,郵便業 341 331 8 5 336 -17

卸売業,小売業 1041 933 16 10 1031 -21

金融業,保険業 161 155 4 3 158 -6

不動産業,物品賃貸業 108 94 2 1 107 -7

学術研究,専門・技術サービス業 204 154 5 3 201 10

宿泊業,飲食サービス業 384 315 4 3 381 9

生活関連サービス業,娯楽業 234 179 3 2 232 5

教育,学習支援業 304 277 5 3 301 6

医療,福祉 747 714 11 7 740 37

複合サービス事業 58 57 1 1 57 10

サービス業(他に分類されないもの) 398 360 12 -74 472 10

　うち職業紹介・労働者派遣業 17 17 0 -82 99 -8

公務 231 231 2 1 230 14

【産業別就業者数の対前年同月比較上の補正方法】

ア． 産業が「職業紹介・労働者派遣業」の雇用者数について，2013年1月(21万人)と2012年1月(97万人)の差を求める。

      97万人 － 21万人 ＝ 76万人

イ. 2013年1月の全産業の「労働者派遣事業所の派遣社員」(121万人)と上記アの(a)(76万人)との比率を求める。

          76万人／121万人＝0.628 ⇐ この比率の分が新たに派遣先に分類されたものとする。

ウ．上記イの(C)を当月の各産業の「労働者派遣事業所の派遣社員（②）」に乗じたものを補正値（③）とする。
     なお，当月の全産業の「労働者派遣事業所の派遣社員(b)」×(c)の計算より，「職業紹介・労働者派遣業」の補
　正値は-82万人とし，「職業紹介・労働者派遣業」を含む「非農林業」及び「サービス業（他に分類されないもの）」
　は，上記で求めた値から82万人を減じた値を補正値とする。

エ．上記ウで求めた補正値を当月の値から控除した後，前年同月と比較する。

(注) ・上記で求めた比率(C)は2013年の1月から12月まで固定とする。
・雇用者数についても上表と同じ補正値を用いる。
・男女別の結果についても，同様に計算する。

2013年2月

・・・(a)

・・・(b)

・・・(c)

・・・(a)

・・・(b)

・・・(c)

参考資料１ 
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平成 24 年 12 月 28 日 

総 務 省 統 計 局 

 

労働力調査の平成 25 年における季節調整値の改定について 

 

 労働力調査では，毎年１月分結果公表時に季節調整値の改定を行います。平成 25 年における

改定では，東日本大震災に伴う補完推計及びベンチマーク人口の基準切替え等への対応並びに主

要系列の季節調整法における reg-ARIMA モデルの導入を実施することとします。 

 

労働力調査では，毎月，季節変動を除いた季節調整値を計算し，公表しています。この季節変

動の除去には，原数値を季節指数(各月の季節変動のパターンを表す)で除すことにより行ってい

ます。そして，毎年１月分結果公表時には，直近の季節パターンを的確に反映させるため，過去

の時系列データに前年 12 か月分のデータを追加し，最大で過去 29 年分のデータを用いた遡及計算

を行い，当年に適用する推計季節指数を算出するとともに，直近の 10 年分の結果を改定しています。 

 ※季節調整値の詳細については，統計局ホームページ掲載の下記資料を御参照ください。  
・労働力調査の結果を見る際のポイント  

No.4 原数値と季節調整値 URL <http://www.stat.go.jp/data/roudou/pdf/point04.pdf> 

No.7 季節調整値の改定  URL <http://www.stat.go.jp/data/roudou/pdf/point07.pdf> 

 平成 25 年における季節調整値の改定(平成 25 年３月１日公表予定)では，以下の対応を実施す

ることとします。 

 

１ 東日本大震災に伴う補完推計及びベンチマーク人口の基準切替え等への対応 

  労働力調査が平成 24 年に実施した東日本大震災に伴う補完推計及びベンチマーク人口の基

準切替え等への対応として，下記該当期間の原数値は下記の時系列データを使用します。 

期  間 使用する原数値 

平成17年10月～平成22年12月 ベンチマーク人口の基準切替え等に対応した補間補正値 (平成22年基準) 

平成23年１～ ２月 ベンチマーク人口の基準切替え等に対応した遡及集計値 (平成22年基準) 

平成23年３～ ８月 東日本大震災に伴い実施した補完推計による補完推計値 (平成22年基準) 

平成23年９～12月 ベンチマーク人口の基準切替え等に対応した遡及集計値 (平成22年基準) 

※1）平成 22 年基準とは，ベンチマーク人口の基準を平成 22 年国勢調査結果として算出した数値です。 

※2）完全失業率などの比率には遡及集計値及び補間補正値は使用しません。 

※3）東日本大震災に伴う補完推計及びベンチマーク人口の基準切替え等の詳細については，統計局ホームページ掲載の下記

資料を御参照ください。  

   ・労働力調査における東日本大震災に伴う補完推計の実施について 

URL <http://www.stat.go.jp/data/roudou/120424/pdf/hokan.pdf> 
  ・労働力調査 平成24年1月分結果からのベンチマーク人口の基準切替え等 

    URL <http://www.stat.go.jp/data/roudou/120220/pdf/kirikae.pdf> 

  

２ 主要系列の季節調整法における reg-ARIMA モデルの導入 

  労働力調査では，季節調整法としてアメリカのセンサス局法（X-12-ARIMA）の X-11 デフォル

トを用いていますが，このうち主要系列について，季節調整の安定性等の向上を図るため，

X-12-ARIMA における reg-ARIMA モデルを導入することとします。詳細は，別紙「労働力調査の

主要系列の季節調整法における reg-ARIMA モデルの導入について」を御参照ください。 

 

 

 

参考資料２ 
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http://www.stat.go.jp/data/roudou/pdf/point04.pdf
http://www.stat.go.jp/data/roudou/pdf/point07.pdf
http://www.stat.go.jp/data/roudou/120424/pdf/hokan.pdf
http://www.stat.go.jp/data/roudou/120220/pdf/kirikae.pdf


 

 

３ 季節調整値の公表系列 

全国結果において季節調整値を公表する系列については，以下の表のとおりです。このうち

reg-ARIMA モデルを導入する系列は，(労働力人口，就業者，雇用者，完全失業者，非労働力人

口，完全失業率)×(男女計，男，女)の計 18系列です。 

表 労働力調査 季節調整値の系列（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※なお，平成 25 年１月からの一部集計事項変更等に伴い，以下の作成系列の追加及び削除がありますの

で御留意ください。 

<<追加>> 

・仕事をやめたため求職（男女計）…「非自発的な離職」と「自発的な離職(自己都合)」の合計 

・新たに求職（男女計）…「学卒未就職」，「収入を得る必要が生じたから」及び「その他」の合計 

<<削除>> 

・（完全失業者 求職理由別における）その他の者（男女計） 

・延週間就業時間（非農林業・男女計） 

全国（118系列）

男女計 総数

男 総数

女 総数

総数

年齢階級別
（10歳階級）

「15～64歳」、「15～24歳」、「25～34歳」、「35～44歳」、「45～54歳」、「55～64歳」、「65
歳以上」

産業別

「農業，林業」、「非農林業」、「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便
業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専
門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教
育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に含まれないも
の）」、「公務」

総数

年齢階級別
（10歳階級）

「15～64歳」、「15～24歳」、「25～34歳」、「35～44歳」、「45～54歳」、「55～64歳」、「65
歳以上」

産業別 「農林業」、「非農林業」

総数

年齢階級別
（10歳階級）

「15～64歳」、「15～24歳」、「25～34歳」、「35～44歳」、「45～54歳」、「55～64歳」、「65
歳以上」

産業別 「農林業」、「非農林業」

総数

非農林業・従
業者規模別

「1～29人」、「30～499人」、「500人以上」

男 総数

女 総数

総数

年齢階級別
（10歳階級）

「15～64歳」、「15～24歳」、「25～34歳」、「35～44歳」、「45～54歳」、「55～64歳」、「65
歳以上」

世帯主との
続き柄別

「世帯主」、「世帯主の配偶者」、「その他の家族」、「単身世帯」

求職理由別
「仕事をやめたため求職」、「非自発的な離職」、「定年又は雇用契約の満了による離職」、「勤
め先や事業の都合による離職」、「自発的な離職(自己都合)」、「新たに求職」、「学卒未就
職」、「収入を得る必要が生じたから」、「その他」

総数

年齢階級別
（10歳階級）

「15～64歳」、「15～24歳」、「25～34歳」、「35～44歳」、「45～54歳」、「55～64歳」

総数

年齢階級別
（10歳階級）

「15～64歳」、「15～24歳」、「25～34歳」、「35～44歳」、「45～54歳」、「55～64歳」

男女計 総数

男 総数

女 総数

総数

年齢階級別
（10歳階級）

「15～64歳」、「15～24歳」、「25～34歳」、「35～44歳」、「45～54歳」、「55～64歳」、「65
歳以上」

世帯主との
続き柄別

「世帯主」、「世帯主の配偶者」、「その他の家族」、「単身世帯」

総数

年齢階級別
（10歳階級）

「15～64歳」、「15～24歳」、「25～34歳」、「35～44歳」、「45～54歳」、「55～64歳」

総数

年齢階級別
（10歳階級）

「15～64歳」、「15～24歳」、「25～34歳」、「35～44歳」、「45～54歳」、「55～64歳」

労働力人口

就業者

男女計

男

女

男女計

完全失業者

男女計

男

女

非労働力人口

雇用者

完全失業率

男女計

男

女
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労働力調査の主要系列の季節調整法における reg-ARIMA モデルの導入について 

 

１ はじめに 

現行の労働力調査では，季節調整法にアメリカのセンサス局法（X-12-ARIMA）の X11 デフォ

ルトを用いている。X-11 は 1965 年にアメリカのセンサス局において開発された季節調整法で

ある。X-12-ARIMA は 1996 年に同局が開発・公表した季節調整プログラムであり，X-11 に新た

な機能が追加されている。今回，労働力調査の主要系列において導入を予定している reg-ARIMA

モデルは，X-12-ARIMA において追加された機能のひとつであり，回帰分析に基づく異常値等の

調整や，ARIMA モデルによる予測値を用いたデータ端の処理を行うことが可能となっている。 

 

２ reg-ARIMA モデルによる水準変化の調整 

X-12-ARIMA の reg-ARIMA モデルでは，回帰分析により検出した異常値等の影響を除去するこ

とが可能である。労働力調査では，今回の季節調整の改定に際し，この reg-ARIMA モデルの導

入について検討を行ったところ，一部の主要系列において，2008 年後半からのリーマン・ショ

ックに伴う世界同時不況の影響のある期間及び 2011 年３月の東日本大震災に係る期間につい

て，当該期間に存在する水準変化を調整することが，季節調整値の安定性等の向上に資すると

みられる結果が得られた。よって，今回，一部の主要系列において reg-ARIMA モデルの導入を

行うこととするものである。 

  2013 年 1月から適用する reg-ARIMA モデルは下記のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・上記モデルの選定には 1984 年１月から 2012 年９月までの原数値を用いている。  

・水準変化を調整する期間と種類については，各系列の季節変動における特性や時系列的変化

の背景となる経済実態等に照らして複数の候補を選択し，各候補の事前調整済原系列の推移

や統計的な有意性等を比較検証した上で最適と考えられるものを選定した。 

・ARIMA モデルについては，階差次数・季節階差次数はそれぞれ１に固定し，他の次数は 2以

下の範囲内で AIC(赤池情報量基準)の最小となるモデルを選定した。 

・なお，季節調整済系列の安定性を重視する観点から，季節変動を算出する際の外れ値の管理

限界は 9.8σ～9.9σとしている。 

・曜日・休日調整及び閏年調整は行っていない。 

別紙 

ARIMAモデル 種類・期間 設定理由 ARIMAモデル 種類・期間 設定理由

男女計 (012)(012) LS2011.3 ① 男女計 (210)(011) RP2008.10-2009.7 ③

男 (112)(012) - - 男 (210)(011) RP2008.10-2009.7 ③

女 (012)(012) LS2011.3 ① 女 (012)(012) RP2008.10-2009.3 ③

男女計 (012)(012)
LS2009.3
LS2011.3

②
①

男女計 (012)(112) LS2011.3 ①

男 (112)(012) LS2009.3 ② 男 (112)(212) - -

女 (012)(012)
LS2009.3
LS2011.3

②
①

女 (012)(012) LS2011.3 ①

男女計 (211)(212)
LS2009.3
LS2011.3

②
①

男女計 (012)(111) RP2008.10-2009.7 ③

男 (210)(012) LS2009.3 ② 男 (210)(011) RP2008.10-2009.7 ③

女 (211)(012)
LS2009.3
LS2011.3

②
①

女 (012)(012) RP2008.10-2009.3 ③

　①　東日本大震災の影響による2011年3月以降の水準変化 　③　リーマン・ショックの影響による2008年秋以降の傾斜的水準変化

　②　リーマン・ショックの影響による2009年3月以降の水準変化

系列系列

労働力人口

就業者

雇用者

完全失業者

非労働力人口

完全失業率
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・新旧比較については別添を参照されたい。なお，2013 年１月改定時には 2012 年 12 月までの

データを追加して再計算するため，別添資料と 2013 年１月改定後の公表値とは季節指数及び

季節調整値に異同が生じる場合がある。 
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2013 年１月分から用いる X-12-ARIMA のスペックファイル（サンプル） 

～完全失業率・男女計の場合～ 

 

 

←アウトプットファイルに出力するファイル名称 

←インプットファイルのファイル名 

←原数値時系列データの始期 

←季節調整の対象期間(最大 29年分) 

←月次データ：12，四半期データ：4 

 

 

 

←原数値を対数に変換 

 

 

←傾斜的水準変化(ramp)を回帰変数に指定。 

他にレベルシフト(ls)などを利用 

←ARIMA モデルを指定 

←ARIMA モデル予測値はデフォルトの 12 か月 

 

 

←季節変動成分算出の移動平均は X11 標準型 

←異常値管理限界の下限・上限を 9.8σ～9.9σ 

←推計季節指数を出力（翌１年分） 

←アウトプットファイルに出力するデータの種類 

（推計季節指数 d10，季節調整値 d11） 

 

 
 

 

 

series{ 

title= "unemployment-rate" 

file = "c:¥lfs¥gen.dat" 

start = 1984.1 

span = (1984.1, 2012.12) 

period = 12 

decimals = 0 

} 

 

transform{function=log} 

 

regression{ 

variables=(rp2008.10-2009.7) 

           } 

arima{model=(012)(111)} 

forecast{maxlead=12} 

 

x11{ 

 seasonalma = X11default 

 sigmalim = (9.8 9.9) 

 appendfcst = yes 

 save = (d10 d11) 

} 
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